
序 章

地域秩序と「アラブの春」

土屋 一樹

はじめに

２０１０年末にチュニジアで始まった市民による政府への抗議行動を発端とする

政治変動（いわゆる「アラブの春」）は瞬く間にアラブ諸国に波及した。エジプト

では抗議行動の発生からわずか１８日でムバーラク政権の退陣に至った。リビア

では政府と反政府勢力の間で戦闘となり，外国軍による軍事介入を招いた。「ア

ラブの春」は，大統領の退陣から政治改革の表明まで，それぞれの国内要因に

よって異なる展開となったものの，その広がりと迅速な伝播は，アラブ世界に

大きな変化をもたらすかにみえた。

「アラブの春」の発生から２年半が経過したが，抗議行動が結実した国は少な

い。シリアは先のみえない内戦に発展した。ヨルダンでは政治改革が迷走して

いる。エジプトでは新政権が誕生したが，その後も抗議デモが続いた。他方，

湾岸アラブ諸国の多くは比較的平穏だったが，予防策として公表された政治改

革の模索，あるいは周辺国の政治変動の影響など，現在も国内外での変化への

対応を迫られている（１）。中東地域にはいまだ「アラブの春」の余熱が残っている

のである。

「アラブの春」によって改めて明らかとなったのは，アラブ諸国における共通

性と固有性の並存だった。チュニジアで始まった抗議行動がアラブ世界全体に

広がったことは，アラブ諸国に共通する要因があったためだろう。それは，言

語や文化といったアラブ要因だけでなく，非民主的な政治体制，若年層の閉塞

感，中間層の不満といった政治・社会状況の類似性もあっただろう。各国は，
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現状に不満をもつ市民を多く抱えていたのである。しかしながら，抗議行動に

対する政府（および国軍）の反応は国によって異なった。各国政府の対応は，そ

れぞれの国の政治体制，国軍の役割，社会構造，経済事情などによって多様で

あり，その効果や帰結も異なった。「アラブの春」はその出発点において共通性

がみられたが，経過は国による差異が大きかったのである。

では，「アラブの春」は中東地域にどのような変化をもたらすのだろうか。各

国の政治・経済施策，あるいはいくつかの国の政権交代は，今後の地域バラン

スにどのような影響を及ぼすのだろうか。本書の関心は，「アラブの春」後の中

東地域秩序の行方である。とはいえ，上述のように，多くの国に依然として「ア

ラブの春」の余韻が残っている。それは内戦の続くシリアのみならず，新体制

の構築で混乱するエジプト，平和的に政権移行が進みつつあるイエメンなども

同様である。その一方で，新しい地域秩序の形成を見据えたような動きも始まっ

た。トルコ，イランのアラブ諸国への接近，いくつかの国による新たな地域政

策の模索などである。そうした動きは始まったばかりであり，その均衡点が明

らかになるのはしばらく先のことだろう。しかしながら，「アラブの春」をふま

えた各国の政治経済情勢と対外政策の模索を理解することは，今後の地域秩序

の特性を検討する基点となると考える。そこで，本書では，「アラブの春」によっ

て中東諸国の政治・経済運営および対外政策がどう変化したのかを検討する。

それによって，「アラブの春」後の中東地域秩序の行方を見通す視点を得ること

をめざす。

以下，本章は，本書全体の導入部として，第１節で中東各国の人口と経済規

模の推移を比較し，第２節でこれまでの中東地域秩序の変遷について，その変

動に影響を与えた要因に注目して要約する。そして第３節で各章の概要を紹介

する。

第１節 中東諸国の人口と経済規模

中東諸国の中長期的な社会経済規模の変化を概観するため，各国の人口と経

済規模の推移を比較する。表１は，１９７０年以降の中東各国の人口推移を示した

ものである。１９７０年時点で，統計のないパレスチナを除く中東１９カ国の人口は
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１億７０００万人余りだった。人口の上位３カ国は，エジプト（３５９２万人），トルコ

（３５４６万人），イラン（２８６６万人）であった。他方，湾岸アラブ諸国は，カタル１１

万人，バハレーン２１万人，UAE（アラブ首長国連邦）２３万人など，サウジアラビ
ア以外は人口１００万人に満たなかった（２）。

中東諸国の人口は２０１０年には４億５０００万人と，過去４０年で２．６倍（年平均増加

率２．４％）になった。人口の多い国は，１９７０年時点と同様に，エジプト（８１１２万人），

イラン（７３９７万人），トルコ（７２７５万人）である。中東諸国において，人口増加で

はこの３カ国が突出している。また，湾岸アラブ諸国の人口は過去４０年で急増

した。たとえば，UAEの人口は３３倍，カタルの人口は１６倍になった。人口急増
の理由のひとつは外国人労働者の流入である。オイルショック以降の石油輸出

収入の急拡大に伴って，外国人労働者の流入が増えたのである。

中東諸国の経済規模（GDP規模）と所得水準（一人当たり GDP）を示したのが

１９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２０１０

アルジェリア １，３７５ １，８８１ ２，５３０ ３，０５３ ３，５４７
イエメン ６１４ ７９５ １，１９５ １，７７２ ２，４０５
イスラエル ２９７ ３８８ ４６６ ６２９ ７６２
イラク １，００２ １，３７７ １，８１９ ２，４３１ ３，２０３
イラン ２，８６６ ３，８５８ ５，４８７ ６，５３４ ７，３９７
エジプト ３，５９２ ４，４９５ ５，６８４ ６，７６５ ８，１１２
オマーン ７３ １１８ １８７ ２２６ ２７８
カタル １１ ２２ ４７ ５９ １７６
クウェート ７５ １３８ ２０９ １９４ ２７４
サウジアラビア ５７７ ９８０ １，６１４ ２，００５ ２，７４５
シリア ６３７ ８９１ １，２３２ １，５９９ ２，０４５
チュニジア ５１３ ６３８ ８１５ ９５６ １，０５５
トルコ ３，５４６ ４，４１１ ５，４１３ ６，３６３ ７，２７５
バハレーン ２１ ３６ ４９ ６４ １２６
パレスチナ .. .. １９８ ３００ ３９１
モロッコ １，５３１ １，９５７ ２，４７８ ２，８７９ ３，１９５
ヨルダン １５１ ２１８ ３１７ ４８０ ６０５
リビア １９９ ３０６ ４３３ ５２３ ６３６
レバノン ２４６ ２７９ ２９５ ３７４ ４２３
UAE ２３ １０２ １８１ ３０３ ７５１

表１ 中東諸国の人口推移

（万人）

（出所） SESRIC Database（ http:// www. sesrtcic. org / baseind. php），および World Development
Indicators（http://databank.worldbank.org／）。
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表２および表３である。１９７０年時点で最も経済規模の大きかった国はトルコ，

次いでイランであった。アラブ諸国ではエジプトの経済規模が最も大きく，サ

ウジアラビア，アルジェリアと続いた。当時は人口が多いほど経済規模も大き

くなる傾向があった。ところが，その構図は１９８０年には大きく変わった。中東

最大の経済大国はサウジアラビアとなったのである。またトルコとイランの経

済規模が大きい点は１９７０年時点と同様であるが，アラブ諸国では，UAE，アル
ジェリア，リビア，クウェート，モロッコの経済規模がエジプトを上回った。

１９７０年代の２度のオイルショックによる石油価格（国際原油価格）の高騰によっ

て，産油国の経済規模が急拡大したためである。

石油価格は１９８０年代に下落傾向となったため，１９８０～１９９０年代に経済規模を急

拡大させた産油国はなかった。他方，トルコは１９８０年代末に，エジプトは１９９０年

代後半に経済規模が大きく拡大した。その結果，１９９０年にはトルコが再び中東

１９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２０１０

アルジェリア ５２ ４２３ ６１９ ５４８ １，６２０
イエメン .. .. ４０ １０９ ２９０
イスラエル ５４ ２１８ ５２５ １，２４９ ２，１７４
イラク ２３ １２５ １７０ １６９ １，１０７
イラン １００ ９１９ ９１０ １，０４０ ４，２９０
エジプト ８１ ２０１ ３５９ ９５７ ２，１４６
オマーン ３ ６３ １１６ １９４ ５９２
カタル ５ ７８ ７４ １７８ １，２７３
クウェート ２９ ２８７ １８５ ３７７ １，２４３
サウジアラビア ５４ １，６４５ １，１６６ １，８８４ ４，５５９
シリア １８ １３１ １１１ １９７ ６０５
チュニジア １６ ９６ １３６ ２１５ ４４３
トルコ １７１ ６８８ １，５０７ ２，６６６ ７，３１１
バハレーン ４ ３３ ４３ ８０ ２１９
パレスチナ ２ １１ １９ ４２ ８３
モロッコ ４４ ２１０ ２８９ ３７０ ９０８
ヨルダン ６ ４０ ４０ ８５ ２６４
リビア ４３ ３８２ ３１１ ３８５ ７１７
レバノン １５ ４１ ２８ １６７ ３７１
UAE １１ ４３６ ５０７ １，０４３ ２，８３９

表２ 中東諸国のGDP

（名目値，億米ドル）

（出所） 表１に同じ。
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最大の経済規模をもつに至った。また，２０００年時点でのエジプトの経済規模は，

サウジアラビア，UAE，イランよりも小さいが，その差は１９８０年と比べ大幅に
縮まった。

２０００年代になると再び石油価格が上昇し，いくつかの産油国の経済規模を大

幅に拡大させた。なかでも天然ガスの開発が進んだカタルは，２０００年代に経済

規模を急拡大させた。２０１０年時点における中東諸国の経済規模（名目値）をみる

と，トルコが７３１１億米ドルと突出して大きく，それにサウジアラビア（４５５９億米

ドル），イラン（４２９０億米ドル），UAE（２８３９億米ドル），イスラエル（２１７４億米ドル），
エジプト（２１４６億米ドル）と続いている。

他方，所得水準を比較すると，上位になるのは人口規模の小さい産油国であ

る。UAE，カタル，クウェートは，１９７０年代から一貫して中東諸国で最も所得
水準の高い国であった。その水準はエジプト，モロッコ，チュニジア，トルコ

１９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２０１０

アルジェリア ３７６ ２，２５１ ２，４４６ １，７９４ ４，５６７
イエメン .. .. ３３７ ６１３ １，２０７
イスラエル １，８０６ ５，６１７ １１，２６４ １９，８５９ ２８，５２２
イラク ２３２ ９０４ ９３７ ６９５ ３，４５６
イラン ３５０ ２，３８３ １，６５９ １，５９２ ５，７９９
エジプト ２２７ ４４８ ６３２ １，４１４ ２，６４６
オマーン ３６７ ５，２９６ ６，１８６ ８，５９０ ２１，２８６
カタル ４，９７２ ３５，３７１ １５，５３７ ３０，０５３ ７２，３９７
クウェート ３，８１４ ２０，８３６ ８，８４８ １９，４３４ ４５，４３０
サウジアラビア ９３２ １６，７８７ ７，２２６ ９，４０１ １６，６１０
シリア ２７６ １，４７６ ９０５ １，２３０ ２，９５７
チュニジア ３１０ １，５１１ １，６６６ ２，２４５ ４，１９５
トルコ ４８２ １，５６０ ２，７８４ ４，１８９ １０，０５０
バハレーン １，７４２ ９，１９７ ８，７１０ １２，５７９ １７，３７９
パレスチナ .. .. ９７９ １，３９６ ２，１３３
モロッコ ２８９ １，０７５ １，１６４ １，２８６ ２，８４２
ヨルダン ３９３ １，８４０ １，２６８ １，７６４ ４，３７０
リビア ２，１４０ １２，４６７ ７，１７２ ７，３５４ １１，２７５
レバノン ６０４ １，４５８ ９５４ ４，４５７ ８，７８１
UAE ４，５４６ ４２，９０３ ２８，０３３ ３４，３９５ ３７，７９７

表３ 中東諸国の一人当たりGDP

（名目値，米ドル）

（出所） 表１に同じ。
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といった非産油国と比較すると突出したものである。２０１０年時点での一人当た

り GDP（名目値）をみると，カタルは７万２３９７米ドルと世界でも最も高い水準に
あり，またクウェート（４万５４３０米ドル）と UAE（３万７７９７米ドル）も高水準と
なっている。なお，湾岸アラブ諸国間で比較すると，サウジアラビアの水準が

最も低い。サウジアラビアは経済規模ではアラブ諸国随一の大国であるが，人

口規模も大きいため，一人当たりGDPでは湾岸アラブ諸国のなかで最低となる。
とはいえ，サウジアラビアの一人当たり GDPは，湾岸アラブ諸国以外の中東諸
国と比較すると最も高い。湾岸アラブ諸国の一人当たり GDPは中東諸国のなか
で突出して高いのである。

第２節 中東地域秩序の変動（３）

中東の地域秩序は，地域内外の出来事を分岐点として，しばしばその構図が

変わった。本節では１９５０年代以降の中東地域秩序に変動をもたらした出来事を

軸に要約する。

１９５０～１９６０年代は，エジプトの１９５２年革命が地域秩序再編の発端となった。エ

ジプトに共和制をもたらした１９５２年革命は，アラブ世界に共和制革命の連鎖を

招いたのである（長沢２０１１）。革命を主導し，後にエジプト大統領となったナー

セルは，「アラブ民族主義」の旗印を掲げ，アラブ諸国のリーダーとなった。さ

らに，１９６０年代前半にはナーセル政権によって実施された「アラブ社会主義」

政策が多くのアラブ諸国に影響を及ぼした。１９５０～１９６０年代のエジプトは，アラ

ブの盟主として，地域秩序形成の主要プレイヤーとなったのである。ナーセル

のめざした地域秩序とは，エジプトを中心とする自律的なアラブ連帯であった

（Kerr１９７１）。

他方，サウジアラビアやヨルダンは王制を維持した。さらに，ナーセルがソ

連に接近したのに対抗し，アメリカはイランを含むサウジアラビアやヨルダン

などの王制国家（およびレバノン）を支援した。その結果，１９６０年代の中東地域

は，エジプトを中核とする「革命」勢力と王制国家を中心とする「現状維持」

勢力とに大きく二分されることとなった。

しかしながら，ナーセルの意図した地域秩序は，第３次中東戦争（１９６７年）で
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のアラブ側の敗北で挫折した。敗戦によって，アラブの一体化というエジプト

の拡張的な地域政策は修正を迫られた。また，経済の不振やイスラーム主義の

伸張など，エジプト国内の情勢も動揺した。結局，中東地域におけるエジプト

の支配的な地位は，１９７０年のナーセルの急死によって終結した。

１９７０年代は，軍事的に優勢なイスラエルとの対峙がアラブ諸国にとっての重

大関心事項となった。そのなかでエジプト，シリア，サウジアラビアによる共

同関係が形成された。なかでも，サウジアラビアは第４次中東戦争（１９７３年）に

端を発するオイルショック（石油価格の高騰）によって経済規模が急拡大したこ

とで，地域内での影響力を強めた。サウジアラビア以外の産油国も同様で，オ

イルショック以降の急激な経済規模拡大によって地域での存在感を高めた。オ

イルマネーに基づく経済協力や出稼ぎ労働の受入国として注目されたのである。

一方，エジプトは１９７４年に門戸開放政策（経済自由化）を実施することで，ナー

セル政権下の開発方針から転換した。経済自由化は，「アラブ社会主義」政策を

とり入れていたほかのアラブ諸国でも実施され，エジプトは開発政策の先導者

として引き続き域内国のモデルであった。

イスラエルを共通の敵とするアラブ連帯の構図は，エジプトとイスラエルの

平和条約の締結（１９７９年）によって大きく変わった。アラブ諸国はエジプトとの

外交関係を断ち，またアラブ連盟はエジプトに対し追放措置をとった。エジプ

トはアラブ世界から締め出されたのである。さらに，イラン革命（１９７９年），イ

ラン・イラク戦争（１９８０～１９８８年），石油価格の下落（１９８０年代前半）など，１９８０

年代の中東地域は多くの変動に直面し，地域秩序は崩壊した。シリアのレバノ

ン介入や，イランを警戒する湾岸アラブ諸国の連携といった近隣国間での関与・

連携・対立はあったが，地域全体の秩序形成に向かうような動きは活発化しな

かった。

１９９０年代以降になると，中東地域に対するアメリカの影響力が顕著となった。

湾岸戦争（１９９１年）を契機として，その存在感と影響は歴然としたものになった

のである。さらに，東西冷戦の終結によって中東地域におけるソ連の影響力が

弱まったことも，アメリカの威勢を揺るぎないものとした。

域内では，アラブ連盟への復帰に象徴されるエジプトのアラブ世界との和解，

レバノン内戦の終結（１９９０年），オスロ合意（１９９３年）に基づくパレスチナ和平へ

の機運の高まりなど，１９９０年前後には域内対立の修復につながる動きもみられ
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た。他方，アルジェリア，エジプト，サウジアラビアなどでは政権とイスラー

ム主義組織との対立が表面化し，国内政治が動揺した（佐藤２００２）。

１９９０年代の中東地域秩序は，各国とアメリカとの関係を軸として構成された。

政治体制の動揺や石油価格低迷による経済の停滞などへの対応に追われるなか，

多くの域内国はアメリカへの依存を強めたのである。その結果として，地域秩

序は「脆弱な均衡」状態となった（Salem２００８，１０）。新秩序の形成につながるよ

うな大きな変動は生じていないものの，各国および地域の安定性は磐石とは言

い難いものであった。

中東地域に対するアメリカの関与は２０００年代にいっそう明確となった。９．１１同

時多発テロ事件以降，アメリカは中東地域への介入を積極化させたのである。

アメリカのブッシュ政権は，イラク戦争（２００３年開戦）を主導しただけでなく，

「中東民主化」構想を掲げ，中東諸国に民主化を迫った（立山２００６）。９．１１事件

以降のアメリカの中東政策は，それまでの均衡重視（現状維持）から，「新しい

中東」を模索するものへと転じた（Salem２００８，１７）。

しかしながら，アメリカの介入が中東地域に安寧をもたらしたとはいえない。

むしろ，中東諸国は，親アメリカ諸国（エジプト，湾岸アラブ諸国，ヨルダン）と

反アメリカ諸国（イラン，シリア）とに色分けされることとなった。また，反ア

メリカ勢力として，レバノンのヒズブッラーやパレスチナのハマースなどが注

目されるようになった。中東諸国は，アメリカとの関係を軸とした対立関係で

区分けされ，両者の対立が強調された。

他方，アメリカの民主化圧力のもとで実施されたエジプトとパレスチナの選

挙においてイスラーム主義勢力が躍進したことから，２００６年以降にアメリカの

中東民主化構想は後退した。イスラーム主義勢力の台頭はアメリカの利益に反

すると考えられたためである。結果として，ブッシュ政権の中東政策は軌道修

正を迫られることとなった。

２００９年に就任したアメリカのオバマ大統領は，同年６月４日のカイロでの「新

たな始まり」と題された演説において，アメリカとイスラーム世界の融和を説

いた（４）。アメリカの中東政策を対立と圧力から対話と調和へと転換することを表

明したのである。アメリカの中東政策は２０００年代後半に転機を迎え，オバマ政

権の発足とともに新しい枠組みの模索が始まったといえるだろう。それは新た

な中東地域秩序の形成を促すものである。中東諸国に大きな影響力をもつアメ
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リカの提案は，中東地域秩序に大きなインパクトを与えると考えられた。

アメリカの動向に加え，１９９０～２０００年代には，域内で新たな変化もみられた。

トルコとカタルの対外政策である。トルコは２０００年代に中東諸国との関係構築

を積極化させた。クルド問題という共通関心をもつシリア，イランとの関係再

構築，あるいはエジプト，サウジアラビアとの関係強化を図った。一方，カタ

ルは１９９０年代以降に積極的に地域問題に取り組むようになった。たとえば，イ

エメン，レバノン，パレスチナでの政治対立に仲介し問題解決に努力した。こ

れらの動きは，地域秩序を修正するほどのインパクトをもつものではなかった

が，新たな動向として関心を集めた。

第３節 本書の概要

本書の関心は「アラブの春」後の中東地域秩序の行方である。アメリカの中

東政策に翻弄された２０００年代の脆弱な均衡は，「アラブの春」によってどのよう

に変化するのか，という関心である。

しかしながら，新しい地域秩序の形成につながるような動きは始まったばか

りである。「アラブの春」の発端はチュニジアの抗議行動だったが，各国に波及

した抗議行動のおもな動機は国内要因にあった。「アラブの春」は，１９９０年代の

湾岸戦争や２０００年代のアメリカ中東政策のように外部（あるいは周辺国）からも

たらされた変動ではなく，各国の内部から生じた動きだった。それゆえ，各国

の政府は国内問題への対応（自国民の不満解消）が優先課題となった。

新しい対外関係の構築に向けた各国の模索は，２０１２年半ば以降に徐々に顕在

化しつつある。シリア内戦の深刻化や域内国での新政権の成立といった状況に

応じて，各政府は対外関係の再構築に目を向け始めたのである。なかには，カ

タルやエジプト新政権のように，積極的に地域問題に取り組む姿勢を明確にし

た政府もある。そうした動向をふまえ，本書では，中東９カ国（エジプト・トル

コ・イラン・カタル・UAE・サウジアラビア・イエメン・バハレーン・クウェート）

を対象とし「アラブの春」後の政権運営（あるいは政権移行過程）および対外政

策を検討する。各章は国別分析を基本とし，各国の政治経済状況を考慮した上

で，政治主体の政策意図を読みとる。それによって，各国の抱える課題と各政

序章 地域秩序と「アラブの春」
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府の政策方針を明らかにし，今後の注目点を展望する。とはいえ，検討できる

政策や事象にはかぎりがあるため，各章では各国の課題と動向が端的に現れて

いる分野に焦点を絞って分析する。したがって，本書は，新しい中東地域秩序

の全体像を展望するものではなく，今後の地域秩序に影響を与えると考えられ

る各国の取り組みとその背景を明らかにする。それによって，「アラブの春」後

の中東地域秩序の行方を見通す視点を得ることをめざす。

本書は大きくふたつのパートに分かれている。最初は，おもに個別の国の対

外政策を論じた第１～５章であり，「アラブの春」が各国の対外政策に与えた影

響を検討している。

第１章「エジプトの対外政策と地域秩序」では，ムルシー政権の対外政策を

検討する。エジプトでは市民による大規模抗議デモによってムバーラク政権が

退陣したことで，「アラブの春」を体現したかに思われた。しかしながら，移行

プロセスは混乱し，抗議デモの継続，治安悪化，経済低迷と，先の見通せない

状況が続いた。そのなかで，２０１２年６月末に大統領に就任したムルシーは積極

的な対外政策を展開した。その意図は，エジプトの安定化と経済再建をめざす

ものだったと理解できる。

第２章「『アラブの春』をめぐるトルコの対外政策――経済・安全保障の変化

と中東地域秩序の今後――」では，「アラブの春」がエルドアン政権の対外政策

に与えた影響を考察する。トルコは２０００年代に中東地域への関心を高め，「近隣

諸国とのゼロ・プロブレム」外交方針のもとで，イラン，エジプト，シリア，

リビアなどと関係を深めた。トルコにとって「アラブの春」は国内政治に直接

的な影響を及ぼすものではなかったが，それがシリアに波及したことでクルド

問題を中心とする安全保障上の課題として浮上した。「アラブの春」による地域

情勢の変化に伴って，エルドアン政権は対外政策の一部再検討を迫られたので

ある。

第３章「『アラブの春』への対応にみるイラン対外政策の現状」では，イラン

は「アラブの春」をどのようにとらえ，アラブ諸国の変化に対してどう対応し

ようとしているのかを分析する。イランは「アラブの春」による各国の変化を

肯定的に受け止め，対外政策を活発化させた。なかでもエジプト新政権との関

係構築，シリア内戦の解決に向けた取り組みなどを通じ，自国の影響力拡大を

図っている。他方で，「アラブの春」は湾岸アラブ諸国のイランに対する不信感・
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警戒感を高めた。その背景にあるのは，イラン国内の政治エリート間での路線

対立と，それに伴う一貫性を欠く対外政策である。

第４章「カタル外交の戦略的可能性と脆弱性――『アラブの春』における外

交政策を事例に――」では，カタルの積極的な外交に注目し，その特徴と「ア

ラブの春」に対するカタルの対外政策を検討する。カタルの対外政策は２０００年

代に存在感を高めた。その特徴は，豊富な資金を利用した全方位外交であり，

また国益に直結しないと思われるような問題にも仲介することであった。「アラ

ブの春」以降もカタルの積極的外交姿勢は変わらない。リビア，シリアでの反

政府勢力への支持だけでなく，政権が崩壊した国への経済支援にも積極的であ

る。その行動は，「金満小国」から「モノいう小国」への転換であり，国際社会

においても評価を高めつつある。カタルは「アラブの春」後の中東地域におけ

るエマージング・プレイヤーとなっている。

第５章「アラブ首長国連邦の対北アフリカ経済協力の変化」では，「アラブの

春」後のアラブ首長国連邦（UAE）の経済協力動向を通して，UAEの対外政策
の意図を考察する。UAEの従来の開発援助はインフラ部門を中心にパレスチナ，
イエメン，モロッコ，エジプトに集中していたが，「アラブの春」後にオマーン，

ヨルダン，モロッコへ重点が移った。その意図として，君主制国家に対する体

制維持支援を指摘する。UAEは，ほかの湾岸アラブ諸国と比較して，エジプト
やチュニジアといった政変のあった共和制国家への経済協力に消極的なのであ

る。「アラブの春」後の UAEは，選択的な開発援助の実施によって，自国を含
む君主制国家の安定化を優先している。

第６～８章は，本書のふたつめのパートであり，おもに国内の体制維持（ある

いは構築）の動向を検討する。分析対象であるアラビア半島諸国（サウジアラビ

ア，バハレーン，クウェート，イエメン）は，比較的強固な支配体制を維持してい

る国から政権移行プロセスにある国までを含むが，その内政の行方は周辺国お

よび地域全体に影響を及ぼす要因となると考えられる。類似の政治・経済特性

をもつ湾岸アラブ諸国，およびそこに隣接するイエメンは，国内政策の帰結が

アラビア半島諸国に容易に波及すると想定されるからである。そこで，各章で

は，各国政府の政権安定化への取り組みと国内アクターの動向を検討し，また

それが周辺国に及ぼし得る作用を展望する。

第６章「サウジアラビアの穏健イスラームへの転換と地域秩序における役割」

序章 地域秩序と「アラブの春」
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では，女性の社会進出をめぐる状況を事例として，サウジアラビアの宗教改革

を考察する。これまで時に偏狭的ともみられたワッハーブ主義は，９．１１同時多

発テロ事件以降に方針転換が図られつつあったが，その動きは「アラブの春」

以降にさらに明確になりつつある。サウジアラビア政府は，どのように宗教改

革を進めているのか。その背景には何があるのか。またサウジアラビアの宗教

改革は「アラブの春」後の地域秩序の行方にどのようなインパクトをもつだろ

うか。サウジアラビア政府による宗教改革の過程と，その地域秩序への影響を

考察する。

第７章「綱渡りの暫定政権――イエメン――」では，イエメンの政権移行プ

ロセスを分析する。イエメンでは，湾岸協力会議（GCC）の調停によって，サー

レハ大統領からの政権委譲が実現した。その後，２０１２年２月に就任したハーディ

暫定大統領のもとで「移行第２段階」が始まった。ハーディ政権は懸念された

軍改革に一定の足がかりを得た一方で，GCCイニシアチブに定められていた
「国民対話」の開催は難航した。地方部で勢力をもつ各集団が参加を見合わせ

ていたためである。さらに，アメリカ軍，GCC，国連の支援も時に国内混乱要
因となった。他方，国内では「自立」の動きも散見されるようになっている。

都市部において，ボランティア活動や武器摘発キャンペーンなどが行われたの

である。イエメンの政権移行プロセスは，内外からの関心と関与を受けながら

の模索が続いている。政権移行の帰結は，イエメン国内だけでなく，周辺国に

も影響が及ぶと考えられているためである。

第８章「湾岸アラブ諸国における国民と移民――国籍に基づく分業体制と権

威主義体制――」では，バハレーンとクウェートを事例とし，移民労働と体制

維持の関係を分析する。湾岸アラブ諸国において「アラブの春」で体制が動揺

したのはバハレーンのみであった。その理由として宗派対立に注目が集まった

が，その背景には社会経済面での不満があった。湾岸アラブ諸国は類似の社会

経済特性をもつにもかかわらず，なぜとりわけバハレーンに国民の不満が蓄積

していたのだろうか。社会構成の特徴のひとつである移民労働に注目すると，

クウェートでは１９９０年代までに国籍に基づく分業体制が確立されたのに対し，

バハレーンでは国民の間でも賃金格差が生じていた。社会経済特性が類似であっ

ても，その構造は同じではなかった。それは，それぞれの支配体制の頑強性を

説明する要因のひとつと考えられる。
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以上のように，本書は，中東９カ国について，各国の国内情勢と対外政策を

中心に検討するものである。各国は「アラブの春」で顕著となった国内問題へ

の対応，あるいは新体制の構築に腐心している。その一方で，徐々に「アラブ

の春」後の地域秩序の形成を見据えた動きもみられるようになっている。その

全体像はいまだ不明であるが，国別に現在の課題と政策意図を理解することで，

各国の対外関係の行方に影響する要因を読み取る。

おわりに

すでに「アラブの春」の発生から２年半が過ぎた。しかしながら，アラブ諸

国にはいまだその余熱が残っている。混迷を深めるシリアにかぎらず，多くの

国で新しい均衡に向けた模索が続いている。「アラブの春」は権威主義体制への

挑戦のみが目的ではなく，それまでに蓄積されてきたさまざまな社会・経済的

な歪みに対する不満が顕在化したものであった。それらは短期間で解消できる

ものではない。その意味では，「アラブの春」は当初から中長期的な視野をもつ

運動だといえるだろう。

本書は，「アラブの春」という衝撃が中東の地域秩序にどのような影響を及ぼ

すのかを検討しようとするものである。果たして近い将来に安定的な地域秩序

が形成されるのかは現時点では不明である。そもそも近年の中東地域において，

安定的な地域秩序が成立した時期があったとは言い難い。一方で，個別にみる

と，「アラブの春」を好機として積極的な対外政策を模索する国，危機とみなし

て収束を図る国，慎重に情勢を見きわめようとする国など，多様な行動がみら

れる。本書では，中東９カ国について，国別に「アラブの春」がもたらした対

外政策の模索，もしくは国内状況の変化を検討した。カバーできなかった国・

トピックも残るが，各章での議論が今後の中東地域の勢力図を見通すにあたっ

てひとつの材料となれば幸いである。
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〔注〕
�１ 本章において，湾岸アラブ諸国とは，アラブ首長国連邦（UAE），オマーン，カタル，ク
ウェート，サウジアラビア，バハレーンの６カ国を指す。

�２ 湾岸アラブ諸国のうち１９７０年時点で独立していたのは，サウジアラビアとクウェートであ

り，その他の国は１９７１年にイギリスから独立した。

�３ 本節の議論はおもに Salem（２００８）に基づく。
�４ オバマ大統領のカイロでの演説内容については以下のウェブサイトを参照。（http://www.
whitehouse.gov/the_press_office/Remarks-by-the-President-at-Cairo-University-6-04-09）。
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